
（平成２３年５月１１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 10 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認福岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

福岡厚生年金 事案 3535    

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格の喪失日に係る記録を昭和 48年５月 21日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を 47 年２月から同年 12 月までは３万 9,000 円、48 年１月から同年４月ま

では５万 6,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 47年２月 29日から 48年５月 21日まで 

    Ａ社において、昭和 45 年４月１日から 48 年５月 20 日までの期間におい

て勤務し、ダイレクトメールの発送業務などを担当していた。しかし、同

社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、47 年２月 29 日と記録さ

れているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述から判断すると、申立人は、

申立期間においてＡ社に勤務していたことが認められる。 

   また、申立期間に勤務していたとする複数の同僚が所持する給与明細書にお

いて、事業主により給与から厚生年金保険料が控除されていることが確認でき

る。 

   一方、事業所別適用事業所名簿において、Ａ社は、昭和 41 年 11 月 16 日付

けで当時の厚生年金保険法第６条第２項の規定により厚生年金保険の任意適用

事業所となっていることが確認でき、47 年２月 29 日付けで、事業所の移転に

伴う管轄社会保険事務所（当時）の変更を理由に厚生年金保険の任意適用事業

所でなくなった後、49 年３月８日付けで再度、厚生年金保険の任意適用事業

所となっていることが確認でき、申立期間は適用事業所となっていないが、申

立期間当時、事業所の移転に伴って管轄する社会保険事務所が変更される場合

には、一旦事業所が、厚生年金保険の適用事業所でなくなるための手続を行い、

移転先の住所地を管轄する社会保険事務所において新規に適用事業所となるた

めの手続を行う必要があったところ、同事業所は、移転先における新規適用の



  

届出を速やかに行わなかったと考えられる。 

   また、申立期間当時の厚生年金保険法第８条第２項において、厚生年金保険

の任意適用事業所が適用事業所でなくなるためには、事業主は、被保険者の４

分の３以上の同意を得て、都道府県知事に申請し、当該都道府県知事の認可を

受けなければならないと規定しているところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿により、申立人と同様に昭和 47年２月 29日付けで厚生年金保

険被保険者資格を喪失していることが確認できる複数の同僚が、「Ａ社が厚生

年金保険の適用事業所でなくなったことや、在職中に厚生年金保険被保険者の

資格を喪失する旨の説明は受けておらず、会社が適用事業所でなくなった日以

降も、継続して勤務し、業務内容及び勤務形態等の変更は無かった。厚生年金

保険料は継続して給与から控除されていたと思う。」と供述していることなど

から判断すると、当該事業所は、事業所の移転に伴って同日に厚生年金保険の

任意適用事業所でなくなった後、49 年３月８日付けで再度厚生年金保険の任

意適用事業所となるまでの期間において、厚生年金保険の任意適用事業所でな

くなることについて、被保険者の４分の３以上の同意を得たとは推認できない。 

さらに、前述の同僚の供述及び当該同僚を含む複数の同僚が所持する申立

期間当時の給与明細書において、給与から厚生年金保険料が控除されていたこ

とが確認できることなどを踏まえると、当該事業所が、事業所を移転したとす

る昭和 47 年２月 29 日から再度厚生年金保険の任意適用事業所となる 49 年３

月８日までの期間において、事業所の移転以外の理由で厚生年金保険の任意適

用事業所でなくなる手続を行ったことを推認することができない。 

   以上のことから、申立期間については、当該事業所が厚生年金保険の適用事

業所であった記録は確認できないものの、被保険者の利益保護の観点から規定

された厚生年金保険法第８条第２項の趣旨に加え、当該事業所は、申立期間に

おいても事業活動を継続していたことが確認できることなどから判断すると、

申立期間の厚生年金保険料については、任意適用事業所であった期間における

場合と同様の取扱いとすべきものと考えられる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿の昭和 47 年１月の記録及び同僚の当該被保険者名簿

における 48 年１月の記録から、47 年２月から同年 12 月までは３万 9,000 円、

48年１月から同年４月までは５万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人の申立期間において厚生年金保険の適用事業所でな

かったため、申立てどおりの届出は行っておらず厚生年金保険料の納付は行っ

ていないと回答していることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 



  

 

福岡厚生年金 事案 3536 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を、

平成３年４月から４年９月までは 15 万円、同年 10 月から５年１月までは 20

万円に訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月１日から５年２月 28日まで 

    年金事務所の職員の訪問により、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期

間に係る標準報酬月額の記録が減額訂正されていることが分かった。 

    当該訂正後の記録は、実際に給与から控除されていた厚生年金保険料に見

合う標準報酬月額と相違しているので、申立期間に係る標準報酬月額を当

初の記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録においては、当初、Ａ社における申立人の申立期間の標準報

酬月額が、平成３年４月から４年９月までは 15 万円、同年 10 月から５年１

月までは 20 万円と記録されていたところ、当該事業所が厚生年金保険の適用

事業所に該当しなくなった日（平成５年２月 28 日）の後の同年４月７日付け

で、当該事業所の従業員 11 人の標準報酬月額について、申立人を含む６人は

３年４月１日に、５人はそれぞれの厚生年金保険被保険者資格の取得日に

遡って訂正されていることが確認できる。 

   また、申立期間当時、地区担当責任者であったとする同僚は、会社倒産後に

社長と専務取締役の二人が社会保険事務所に標準報酬月額を一番低いところ

に下げて届け出たと聞いた旨、供述している。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような処理を

行う合理的な理由は無く、申立期間における標準報酬月額に係る有効な記録

訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は事業

主が社会保険事務所に当初届け出た、平成３年４月から４年９月までは 15 万

円、同年 10月から５年１月までは 20万円とすることが必要である。 



  

福岡厚生年金 事案 3537 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立期間①について、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社にお

ける資格喪失日に係る記録を昭和 59 年８月１日に訂正し、申立期間①の標

準報酬月額を 12万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間②について、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＢ社にお

ける資格喪失日に係る記録を昭和 60 年 12 月１日に訂正し、申立期間②の

標準報酬月額を 13万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59年７月 31日から同年８月１日まで 

             ② 昭和 60年 11月 30日から同年 12月１日まで 

Ａ社には、昭和 59 年７月 31 日までの期間において勤務し、同年８月１

日から同社の関連会社であるＢ社に移籍した。 

また、Ｂ社には、移籍後から 60 年 11 月 30 日までの期間において勤務し

ていたが、両申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

両申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、雇用保険の被保険者記録、並びに申立人と一緒に

Ａ社から同社の関連会社であるＢ社に移籍したとする上司及びＡ社に勤務し

ていたとする当時の同僚の供述などから判断すると、申立人がＡ社及びＢ社

に継続して勤務し（昭和 59 年８月 1 日にＡ社からＢ社に移籍）、申立期間

①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め



  

られる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和

59 年６月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、12 万 6,000 円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明としているが、事業主が厚生年金保険被保険者資格

の喪失日を昭和 59 年８月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所

（当時）がこれを同年７月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、

事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る同年７月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保

険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に

充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に

係る申立期間①の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間②については、雇用保険の被保険者記録から判断すると、申立人

は、昭和 60 年 11 月 30 日までの期間においてＢ社に継続して勤務していた

ことが認められる。 

また、雇用保険の被保険者記録によれば、申立人が退職した時期の前後

に退職したとする前述の上司を含む同僚３人のうち、二人は昭和 59 年９月

30 日に、他の一人は 61 年３月 31 日に離職していることが確認できるとこ

ろ、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、前述の二人

は 59 年 10 月１日に、他の一人は 61 年４月１日に厚生年金保険の被保険者

資格を喪失していることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料をＢ社において事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＢ社に係る昭和

60 年 10 月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、13 万 4,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明としているが、事業主が厚生年金保険被保険者資格

の喪失日を昭和 60 年 12 月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務

所がこれを同年 11 月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事

業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る同年 11 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充

当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係

る申立期間②の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡国民年金 事案 2399（事案 1718の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年８月から平成元年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60年８月から平成元年８月まで 

昭和 62 年５月又は同年８月にＡ町（現在は、Ｂ市）役場において国民年

金の加入手続を行った。その際、同役場職員に、未納であった過去２年分

の国民年金保険料約 20 万円を遡って一括で納付し、その後は、毎月同役場

において保険料を納付したにもかかわらず、申立期間の納付記録が無いと

されているのは納得できないので、年金記録確認第三者委員会に申立てを

行ったところ、年金記録の訂正は認められなかった。 

今回、新たな関連資料等は無いが、申立期間については、国民年金保険

料を２年分遡って納付していたはずなので、再度調査の上、申立期間の納

付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 62 年５月又は同年８月にＡ町役場で国民年金の加入手続を

行い、その際、未納であった２年分の国民年金保険料約 20 万円を遡って一括

で納付し、その後は、毎月同役場において保険料を納付したと申し立てている

ものの、ⅰ）国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の国民年金手帳記号

番号は、平成３年４月以降に払い出されていることが推認され、この時点では、

申立期間の大半は既に時効により国民年金保険料を納付することができない上、

申立人に別の記号番号が払い出されていることをうかがわせる事情は見当たら

ないこと、ⅱ）申立人に係る国民年金被保険者名簿によれば、平成元年９月か

ら３年３月までの 19 か月間の国民年金保険料が同年５月以降に過年度納付さ

れていることが確認でき、この過年度納付した保険料額と、同年５月以降に現

年度納付した保険料額の合計額が申立金額の 20 万円に近い額となること等を

踏まえると申立期間当時、国民年金保険料を２年間遡って納付したとする申立



  

人の記憶は、同年５月以降の納付に関するものと考えるのが自然であるなどと

して既に当委員会の決定に基づき平成 21 年 11 月 26 日付けで年金記録の訂正

が必要とまでは言えないとする通知が行われている。 

今回の申立てに当たって、申立人から年金記録の訂正につながる新たな資

料の提供はないものの、収集資料を再度検討すると、申立人は２年分の国民年

金保険料を遡って、Ａ町役場において納付したと申し立てているところ、過年

度分の国民年金保険料は、制度上、同町役場では収納することができない上、

申立人は、申立期間において住所の変更もないことから、行政機関が４年以上

の長期にわたって、国民年金の加入及び国民年金保険料の収納の記録を誤ると

は考え難い。 

その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3538      

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年６月頃から 33年 12月頃まで 

    昭和 28 年６月頃から 33 年 12 月頃までの期間において「Ａ事業所」に勤

務していた。「Ａ事業所」は、Ｂ社Ｃ事業所の下請事業所であった。当時、

給与から厚生年金保険料を控除されていた記憶があるため、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   「Ａ事業所」の事業内容及び所在地等に関する申立人の供述から判断すると、

申立事業所はＤ社Ｅ工場であったと認められるところ、当該事業所に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿により厚生年金保険の被保険者記録が確認でき

る複数の同僚の供述などから判断すると、期間の特定はできないものの、申立

人が当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、前述の被保険者名簿において、申立人及び申立人が「Ａ事業

所」において一緒に勤務したとして名前を挙げる同僚二人に係る厚生年金保険

の被保険者記録は確認できない上、同被保険者名簿において申立期間の健康保

険の整理番号に欠番が見当たらないことから、申立人及び同僚二人のいずれに

おいても記録が欠落したものとは考え難い。 

   また、前述の被保険者名簿により厚生年金保険の被保険者記録が確認できる

同僚の一人は「当時、Ｄ社Ｅ工場では、従業員全員を厚生年金保険に加入させ

ていなかった。私は、会社に頼み込み、何とか厚生年金保険に加入させても

らった記憶がある。」と供述していることなどから判断すると、申立期間当時、

申立事業所では、従業員について必ずしも全員を厚生年金保険に加入させてい

たとは限らない事情がうかがえる。 

   さらに、適用事業所名簿によるとＤ社Ｅ工場は、昭和 39年２月 26日に厚生



  

年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主も既に死亡して

いることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の加入状況及び厚生年金

保険料の控除について確認できる関連資料及び供述を得ることができない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

なお、申立人は、申立期間において「Ａ事業所」に勤務していたと主張し

ているところ、適用事業所名簿において確認できる「Ａ事業所」という名称の

２事業所については、その所在地が、申立人の主張とは異なる上、当該２事業

所が厚生年金保険の適用事業所に該当したのは、それぞれ昭和 39 年５月１日、

40 年６月１日であることが確認でき、いずれの事業所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿においても、申立人及び申立人が「Ａ事業所」において一

緒に勤務したとする同僚二人の名前は確認できず、健康保険の整理番号に欠番

も見当たらない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3539     

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年 11月 15日から 44年６月 11日まで 

 年金事務所の記録では、Ａ社に勤務していた申立期間について、厚生年金

保険の脱退手当金を受給したとされている。当時、会社を出産のために退職

したが、脱退手当金の請求手続は行っておらず、脱退手当金を受け取った記

憶もない。 

申立期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人に脱退

手当金を支給したことを意味する「脱」の表示が記されているほか、申立人に

係る脱退手当金裁定請求書及び脱退手当金計算書が、所轄年金事務所に保管さ

れており、同請求書により当該事業所に係る脱退手当金の請求が昭和45年５月

９日に受け付けられたことが確認できる上、同計算書には、脱退手当金の支給

対象期間、支給額が記載されているとともに、「小切手 45．６．８ 交付

済」の押印及び払渡店（届出）欄に「Ｂ郵便局」の記載があり、支給額に計算

上の誤りは無く、支給額及び支給年月日もオンライン記録と符合していること

が確認できるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

なお、申立期間以前に勤務したＣ社に係る厚生年金保険の脱退手当金は未請

求となっているが、当該事業所に係る被保険者記号番号は、申立事業所とは所

轄社会保険事務所（当時）が異なる別の記号番号で管理されており、当時は、

申立人が当該事業所の被保険者であったことを申告しなければ、受付社会保険

事務所においてこれを把握することは困難であるところ、前述の脱退手当金裁

定請求書には、当該事業所の記載が無いことが確認でき、申立人は、脱退手当

金の請求時に、併せて当該事業所に係る被保険者期間の脱退手当金の請求を行



  

わなかったものと考えられる。 

さらに、申立人から聴取しても、脱退手当金を受給した記憶が無いというほ

かに受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。  

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3540 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年３月１日から 16年６月１日まで 

Ａ事業所には厚生年金保険に加入させてもらうことを条件に採用された

にもかかわらず、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認でき

ない。入社当時、社長が厚生年金保険の加入手続を指示していた女子事務

員は退職したものの、後任の事務員が手続しているものと思っていた。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、Ａ事業所と記載された自身の名刺を２種類所持していることから

判断すると、勤務期間の特定はできないものの、申立人が同事業所の業務に従

事していたことは推認できる。 

 しかしながら、適用事業所名簿によれば、Ａ事業所は平成 12 年１月７日に

厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、申立期間のうち、同日か

ら 16 年６月１日までの期間においては、同事業所は厚生年金保険の適用事業

所ではなかったことが確認できる。 

また、オンライン記録によれば、Ａ事業所において最後に厚生年金保険被保

険者の資格を取得している者の資格取得日は平成 10 年１月 19 日であり、11

年３月１日から同事業所が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった 12

年１月７日までの期間を含む、10 年１月 20 日以降の期間において、同事業所

における厚生年金保険被保険者の資格を取得した者はおらず、当該期間におい

て、申立人の厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

 さらに、申立人は、「入社した当時、10 人以上の従業員がいた。」と申し

立てているが、オンライン記録によると、平成 11 年３月１日時点における厚

生年金保険の被保険者数は二人であり、申立人が同僚として姓を記憶している



  

者は、同事業所における被保険者として確認できないことなどから判断すると、

事業主は、従業員について、必ずしも全員を厚生年金保険に加入させていたと

は限らない事情がうかがえる。 

加えて、前述のとおり、Ａ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所に該当し

なくなっており、事業主と推認される者及びオンライン記録において平成 11

年３月１日時点での被保険者記録が確認できる者二人に照会したものの、回答

が無いため、申立人の申立期間における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及

び厚生年金保険料の控除等について確認できる関連資料及び供述を得ることが

できない。 

 また、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、このほ

か、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3541 

  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年４月１日から 46年５月１日まで              

昭和 45 年３月に高等学校を卒業し、すぐにＡ社Ｂ支社Ｃ支部に採用とな

り、52 年４月に退職するまでの期間において継続して勤務していたにもか

かわらず、45 年４月 1 日から 46 年５月１日までの期間に係る厚生年金保険

の被保険者記録が確認できなかったので、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録により、申立人が、申立期間において、Ａ社Ｂ支

社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社Ｂ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以

下「被保険者名簿」という。）では、申立人は、昭和 46 年５月１日に厚生年

金保険被保険者の資格を取得し、52 年４月 11 日に同資格を喪失している旨記

録されており、申立期間において、厚生年金保険の被保険者記録は確認できな

い上、当該記録は、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿及びＡ社が保管

している「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通

知書」の記録と一致している。 

また、前述の被保険者名簿により、厚生年金保険被保険者の資格を申立人

と同日の昭和 46 年５月１日に取得していることが確認できる同僚４人のうち

の一人が、「私が記憶する勤務開始時期より厚生年金保険被保険者資格の取得

時期が半年ほど遅れていたため会社に問い合わせたところ、『事務員について

は、入社当初に試用期間があり、入社と同時に厚生年金保険には加入させてい

なかった。』との回答を受けたので、入社後しばらくの期間においては、給与

から保険料も控除されていなかったと思う。」と供述している上、当該同僚４



  

人のうちの別の一人が、「入社は、高等学校卒業後間もなくだったので、昭和

45 年３月 20 日頃だと思う。」と供述していることなどから判断すると、事業

主は、申立人と同じ事務員として採用した従業員について、必ずしも入社と同

時に厚生年金保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

さらに、前述の被保険者名簿により、申立期間当時、厚生年金保険の被保

険者記録が確認できる同僚５人のうち、雇用保険の被保険者記録が確認できな

い二人を除く３人については、申立人と同様に、雇用保険被保険者資格の取得

日より遅れて厚生年金保険被保険者の資格を取得していることから判断すると、

事業主は、従業員について、必ずしも雇用保険の加入と同時に厚生年金保険に

加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

加えて、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申

立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3542 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和 36年３月２日から 41年１月１日まで 

Ａ社において販売業務をしており、製作業務の夫と一緒に働いていたが、

夫が退職することになり私も一緒に退職した。申立期間について、脱退手

当金が支払われていると送付されてきた｢脱退手当金に関わる厚生年金加入

記録｣に記載されているが、退職の時には、給与以外は何ももらっておらず、

脱退手当金のことは知らなかったので、脱退手当金を受け取ったという記

憶は全く無い。 

申立期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から厚生年金保険の被保険者

記録が確認できる申立人と同時期に勤務していた同僚が、「退職の際に脱退手

当金の説明があり、手続関係の書類をもらった。」旨供述していることから判

断すると、当該事業所においては、従業員の退職の際に脱退手当金の説明が行

われていたことがうかがわれる。 

また、前述のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人

に係る記録として、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示

が記されている上、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、

申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 41 年

５月 10 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

 さらに、申立期間以前に勤務した事業所における厚生年金保険被保険者期間

に係る脱退手当金は未請求となっているが、当該期間に係る厚生年金保険被保

険者記号番号は、申立期間に係る記号番号とは別の記号番号で管理されており、



  

申立人は、当該期間において厚生年金保険に加入していたことを認識していな

かった旨の供述をしていることから判断すると、申立人は、当該被保険者期間

に係る脱退手当金の請求は行わなかったと考えるのが自然である。 

 加えて、脱退手当金を受給した記憶が無いという申立人の主張以外に、申立

人が脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3543 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年８月 16日から 45年２月８日まで 

② 昭和 45年４月 20日から 46年１月 31日まで 

    Ａ社及びＢ社における厚生年金保険の被保険者期間について、子を出産し

た５日後に脱退手当金が支給されたことになっている。 

    脱退手当金の請求手続を行ったことも、受給した記憶も無い。 

申立期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録により、申立期間の脱退手当金は、昭和 47 年 10 月 19 日に

支給決定されていることが確認できるところ、年金事務所において、申立人に

係る脱退手当金裁定請求書（Ｃ社会保険事務所 昭和 47 年８月３日受付、Ｄ

社会保険事務所 同年９月 28 日受付）、脱退手当金計算書等が保管されてお

り、当該請求書等には、申立人の押印がある上、当時申立人しか知り得なかっ

たと思われるＥ市内の住所が記載されていることなどから判断すると、申立人

自身が脱退手当金の請求を行ったものと認められるほか、支給額に計算上の誤

りは無いなど、当該請求書等に不自然な点は見当たらない。 

また、申立人に係るＢ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手

当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されているほか、厚生

年金保険被保険者台帳記号番号払出簿における申立人の氏名は、同事業所の厚

生年金保険被保険者資格を喪失した約 21か月後の昭和 47年 11月 10日に婚姻

後の姓に変更されており、申立期間の脱退手当金が同年 10月 19日に支給決定

されていることを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて氏名変更が行われた

ものと推認できる。 

さらに、申立期間以前に勤務した事業所における厚生年金保険の被保険者期



  

間に係る脱退手当金は未請求となっているが、当該期間に係る厚生年金保険被

保険者記号番号は、申立期間に係る同記号番号とは別の記号番号で管理されて

おり、当時は申立人が当該被保険者期間の申告をしなければ、社会保険事務所

（当時）では別番号で管理されている被保険者記録を把握することは困難で

あったものと考えられることから、申立人は当該被保険者期間に係る脱退手当

金の請求は行わなかったと考えるのが自然である。 

加えて、脱退手当金を受給した記憶が無いという申立人の主張以外に、申立

人が脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3544 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 23年４月から 26年３月まで 

② 昭和 26年５月から 30年２月まで 

③ 昭和 32年３月から 33年 10月まで 

申立期間①については、Ａ高等学校の推薦でＢ社に入社し、木工加工の

業務に従事した。 

また、Ｂ社を退社した後の申立期間②及び③の頃に、私の父の勧めで私

の父が勤務するＣ社Ｄ炭坑において、資材運搬の業務に従事した。 

全ての申立期間について、厚生年金保険の被保険者記録が確認できない

ので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、高等学校を卒業した後にＢ社に入社し

たと申し立てているものの、申立人の生年月日から判断すると、申立人は、

申立期間①には中学校に在学中であることが推認できるとともに、Ａ高等

学校の回答により、申立人は昭和 27 年４月１日に同高等学校に入学し、30

年２月 26 日に卒業したことが確認できるところ、Ｂ社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿により、申立人は、同年３月１日に厚生年金保険被

保険者の資格を取得していることが確認できることから判断すると、申立

人が申立期間①において申立事業所に勤務していたとは考え難い。 

また、前述の被保険者名簿において、申立人が記憶する同僚と同姓の者

を含め住所が確認できる同僚に照会したところ、申立人を記憶している複

数の同僚は、申立人とは野球部で一緒であり、申立人は、昭和 30 年３月に

Ａ高等学校を卒業した後、同年３月頃から申立事業所に勤務した旨供述し

ていることから判断すると、申立人の申立期間①における勤務実態を確認



  

することはできない。 

さらに、Ｂ社は、「申立期間①当時の資料は何も保管されていないため

不明。」と回答していることから、申立期間①における勤務実態、厚生年

金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除等について確認できる関連資

料及び供述を得ることができない。 

加えて、適用事業所名簿によると、Ｂ社は昭和 24 年 10 月１日に厚生年

金保険の適用事業所に該当しているところ、同日から申立期間①の終期ま

での期間、及び前述の被保険者名簿において申立人が厚生年金保険被保険

者の資格を取得した 30 年３月１日の前日までの期間において、当該被保険

者名簿では申立人の名前は確認できず、健康保険の整理番号にも欠番が無

いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

 

２ 申立期間②については、申立人は、「高等学校を卒業して入社したＢ社を

退社した後にＣ社Ｄ炭坑で勤務した。」と申し立てているところ、上記１の

とおり、申立期間①において申立人のＢ社における勤務実態が確認できない

上、申立期間②においては高等学校に在学中であったことが確認できる。 

  また、申立人は、「Ｃ社Ｄ炭坑では、坑外で資材運搬の業務に従事してい

た。」と申し立てているところ、Ｃ社Ｄ炭坑に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿により申立人が記憶する同僚と同姓の同僚に照会したものの、回

答のあった同僚は申立人を記憶していないと供述していることから、申立人

の申立期間②における勤務実態を確認することができない。 

さらに、適用事業所名簿によるとＣ社Ｄ炭坑は、昭和 27 年３月１日に厚

生年金保険の適用事業所に該当しているところ、同日から申立期間②の終

期までの期間において、前述の被保険者名簿では申立人の名前は確認でき

ず、健康保険の整理番号にも欠番が無いことから、申立人の記録が欠落し

たものとは考え難い。 

 

３ 申立期間③については、申立人は、「Ｂ社を退社した後に私の父の勧めで、

私の父が勤務していたＣ社に入社し、同社Ｄ炭坑で勤務した。」と主張し

ていることから、Ｃ社Ｄ炭坑に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

より申立人が記憶する同僚と同姓の者を含め住所が確認できる同僚に照会

したものの、回答のあった複数の同僚は申立人を記憶していないと供述し

ている上、申立人が同僚であったとして名前を挙げる者の一人は、「Ｃ社

Ｄ炭坑で勤務したことは無く、申立人が申立事業所に勤務していたかどう

かは分からない。」と供述していることから申立人が申立事業所で勤務し

ていたことをうかがわせる供述は得られず、申立人の申立期間③における

勤務実態を確認することができない。 

 また、前述の被保険者名簿を確認したものの、申立人の名前を確認する



  

ことはできない。 

 

４ 申立期間②及び③に係るＣ社Ｄ炭坑は、既に厚生年金保険の適用事業所に

該当しなくなっており、当時の事業主も既に死亡しているため、申立期間

②及び③における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料

の控除等について確認できる関連資料及び供述を得ることができない。 

 

５ 申立人が全ての申立期間に係る厚生年金保険料を各事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、

申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として全ての申立期間に係る厚生年金保険

料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3545（事案 352、1437の再々申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年１月 15日から 35年１月 25日まで 

    Ａ社Ｂ支社（申立期間当時の適用事業所名は、Ａ社Ｃ営業所）に勤務して

いた申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できなかったため、

２度にわたり年金記録確認第三者委員会に申立てを行ったが、いずれも認

められなかった。 

    今回、申立期間当時の状況を詳細に記したメモを提出して再度申立てを行

うので、再度調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人のＡ社における雇用保険被保

険者資格の取得日は昭和 35年１月 15日とされ、これは申立人の厚生年金保険

被保険者資格の取得日である同年１月 25 日とほぼ一致していること、ⅱ）Ａ

社Ｃ営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が名前

を挙げた同期入社の同僚の厚生年金保険被保険者資格の取得日も申立人の資格

取得日と一致していることなどを理由として、既に当委員会の決定に基づき平

成 20年９月 18日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通知が

行われている。 

   その後、申立人は申立期間において間違いなく厚生年金保険に加入していた

として、申立期間について再度申立てを行っているが、申立人の主張を裏付け

る同僚の供述を得ることができず、その他に委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情は認められないことから、平成 21年 10月７日付けで年金記録の訂

正が必要とまでは言えないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、申立期間当時、Ａ社の商品をＤ社で店頭販売していたこと



  

など、当時の状況を詳細に記したメモを提出して再度申立てを行っているが、

申立期間における厚生年金保険料の控除等について確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらず、その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は

見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

   なお、申立人が、申立期間当時、Ａ社の商品を店頭販売していたと供述して

いるＤ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人の厚生年金保

険の被保険者記録は確認できない。 



  

福岡厚生年金 事案 3546 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年７月から 27年までの期間のうち、約１年間 

    公共職業安定所でＡ社の採用試験を受け、Ｂ店において勤務していた申立

期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。申立期間におい

て勤務していたことは事実であるので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していたと供述しているＢ店を管轄していたＣ渉外労務管理事

務所、Ｄ渉外労務管理事務所及びＥ渉外労務管理事務所に係る被保険者記録を

保管しているＦ事務所は、「申立人に係る関係資料は保存しておらず、申立内

容を確認できない。」と回答している。 

   また、前述の全ての渉外労務管理事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において、申立期間当時、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同

僚３人は、それぞれ、「申立人に係る記憶は無いが、私の場合、Ａ社の採用試

験があり、昭和 22年７月に入社し、英会話研修を経て 23年１月の開店当時か

ら販売店員として勤務したが、厚生年金保険には同年 12 月に加入した旨記録

されている。当時は、短期間で退職する者が多かったので、一定期間の試用期

間があったと思う。」、「申立人に係る記憶は無いが、私の場合、現地で面接

を受け採用された。当時は、従業員の出入りが多く、短期間で退職するものが

多かった。」、「申立人に係る記憶は無いが、私の場合、公共職業安定所にお

いて試験を受け採用された。厚生年金保険の加入状況については分からな

い。」と供述していることなどから判断すると、当時、申立事業所では、従業

員について必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させていたとは限らない

事情がうかがえる。 



  

   さらに、前述の全ての被保険者名簿では、申立人の厚生年金保険の被保険者

記録は確認できない上、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）に

おいても、申立事業所における厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

   加えて、申立人が採用試験を受けたと供述しているＡ社は、「当社が保管し

ている昭和 24 年頃からの厚生年金保険の被保険者に係る資料には、申立人の

記録は確認できない。」と回答している上、Ａ社Ｇ営業所に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿では、申立人の被保険者記録は確認できない。 

   また、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立てに

係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


